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教育者と日本の教育者が民主主義と自由主義、そ
して平和主義における教育の理想を語り合って創
りあげたことが知られる。
　明治大学情報コミュニケーション学部は前年
の 2014 年 に 創 立 10 周 年 の 節 目 を 迎 え た。 そ
の教育内容には戦前・戦後を通じた女子教育
や、占領期までのジャーナリズム教育の大きな
１　はじめに
　2015 年で日本は第二次大戦後 70 年を迎えるこ
とになった。戦後日本の復興過程には教育制度が
影響してきた面は多々あろう。現在の教育制度は
焼尽と化した敗戦後の日本で、米国の教育将校や
米モントレー民政準備基地と戦後日本のジャーナリズム教育の接点
小田　光康 *
The contact between the Presidio of Monterey/Ford Ord Civil 
Affair Staging Area and The Journalism Education in Japan after 
World War II
by Mitsuyasu ODA
　占領期に日本の教育制度は民主主義と自由主義、そして平和主義の理想を掲げ、GHQ の教育将校と日本の教育者が
形作った。明治大学情報コミュニケーション学部の前身である明治大学短期大学はこの中で生まれた。ただ、これが難
産だった。その際、GHQ の CIE 教育課長による大きな後押しがあり、これ無しには現在の学部は存在しえなかったか
もしれない。この将校が CIE に赴任する直前に教育制度など日本について訓練を受けていたのが米カリフォルニア州
のモントレー駐屯地だった。2015 年夏、学部の短期留学を実施したカリフォルニア州立大学モントレーベイ校はこの
基地の跡地にある。この奇妙な巡り合わせを伏線に、未知の部分が多い軍政学校や民政準備基地など米軍での教育や、
その後の GHQ の教育政策、そして占領期日本のジャーナリズム教育について本論ではふれていきたい。
　The education ofﬁ cer of the GHQ and Japanese educators with the ideals of democracy, liberalism and 
paciﬁ sm formed Japan’s education system during the occupation period. Meiji University Junior College was 
born in this with a boost by the CIE education section chief of the GHQ. Without this help, the school of 
Information and Communication, Meiji University may not exist today. This ofﬁ cer was given the training in 
the education system of Japan at the Presidio of Monterey, CA.,U.S.A. just before the appointment to the 
GHQ. This summer, the short-term study abroad program of our school was carried out at California State 
University at Monterey Bay. This university is on vacant lot of this base. With this coincident, this 
paper addresses to the education research and training in the US military during the war, the education 
policy for Japan by GHQ, and the journalism education during the occupation period in Japan.
キーワード：ジャーナリズム教育、高等教育、ジャーナリズム、教育政策、占領政策 
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ある。現在はこの基地は大幅に縮小されて、そ
の一部が大学と公園になっている。この大学が
CSUMB なのである。この公園の中にはちいさ
な博物館があり、当時の面影を残す資料が展示さ
れていた。この縁は大学間で直接的な深い結びつ
きがあったというものではない。ただ、不思議な
巡り合わせで感慨深い。
図１　カリフォルニア州立大学モントレーベイ校
の Tanimura & Antle Family Memorial Library
（2015 年 9 月、筆者撮影）
　本稿はこの奇遇を、戦中期 1941 年からの米国
軍政組織による占領期日本での教育改革策の策定
とその訓練、この経験を基にした占領期日本（1945
年のポツダム宣言受諾と降伏から 1952 年サンフ
ランシスコ平和条約発効まで）の GHQ の CIE
によるジャーナリズム教育や女子教育の大学政策
提言、そして現在の明治大学情報コミュニケー
ション学部と CSUMB との不思議な巡り合わせ
という文脈から綴りたい。 
２　占領期の「ジャーナリズム教育」の
　定義と内容
　今日、日本国内の大学で行われているジャーナ
リスト養成というジャーナリズム教育と、約 70
年前のジャーナリズム教育とではその定義や内容
が異なる点が多々ある。本論に入る前にここでま
ず、第二次世界大戦当時のジャーナリズム教育に
関する定義と内容について触れておきたい。世界
脈略を見て取れる。情報コミュニケーション
学部の歴史をたどると、1950 年４月の明治大
学短期大学部の誕生が大きな節目になってい
る。 こ の 設 置 に は General Headquarters, the 
Supreme Commander for the Allied Powers 
(GHQ/SCAP)：連合国最高司令官総司令部、以
下 GHQ） の Civil Information and Education 
Section（民間情報教育局、以下 CIE）による後
押しによるところが大きい。
　そして2015年3月、明治大学は文部科学省「スー
パーグローバル大学創成支援」校に採択された。
この一環として、また、特色ある国際交流を推進
するものとして学部の海外短期留学プログラム策
定の一つを筆者が担当した。この選定では安全で
良好な生活・教育環境、世界最先端企業の見学、
費用対効果を考慮して、結果として California 
State University at Monterey Bay（カリフォル
ニア州立大学モントレーベイ校、以下 CSUMB）
を選んだ（図１）。2015 年夏に CSUMB で初回
のプログラムを開催したわけだが、以前からなん
らかの関係は無く、その策定はゼロベースからで
あった。
　筆者は日米の高等教育機関におけるジャーナリ
ズム教育についての研究を主に取り組んでいる。
この中で、占領下の教育改革政策の文献を眺めて
いた際、情報コミュニケーション学部と CSUMB
との思い掛けない縁を見つけた。敗戦直後、学部
の前身である明治大学短期大学が当時の大学基準
協会に設置認可申請した際、学部構成の関係でそ
の認可が下りなかった。それを知った CIE 将校
がその女子教育の重要性を認めて、認可させた。
つまり、この人物がいなかったら、いまの学部も
筆者も存在し得なかったかもしれない。
　その教育将校が CIE に赴任する直前に駐屯し、
占領期日本の教育再建準備をしていたのが、米国
カリフォルニア州モントレーにある米陸軍基地で
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法や訓練の規模についての意見の一致をみること
は近い将来にはむずかしい」との見解を示した 2。
　これらの提言を受けて、ユネスコは 1949 年に
米国カリフォルニア大学のロバート・Ｗ・デスモ
ンド教授に依頼して『Professional training of 
journalists（ジャーナリストの専門教育）』を刊
行した 3。この刊行物では、ジャーナリストの専
門教育に関して、第一章「理論と問題の発展」、
第二章「現在世界各地でおこなわれている教育課
程」、第三章「専門教育の組織」、そして附録とし
て「合衆国におけるジャーナリズム学校検定計画
の発展」、「専門教育課程内容の見本」「代表的教
科書と参考書」が記されている。ユネスコのいう
ジャーナリズム教育とは、１）独立性と客観性を
持つ公共性の高い職業人を養成する、２）その教
育の内容は職業訓練、一般教養、職業倫理が含ま
れる、３）専門教育の一分野である―と要約でき
よう。ただし、その教育方法や演習内容について
確定するのは困難であるとした 4。これらの提言
のもと、占領期日本のジャーナリズム教育が形作
られていったのである。
３　戦時中の米軍政組織による日本占領
　政策
　第二次世界大戦中の米軍政組織による占領期日
本での教育政策の策定とその訓練について、ま
ず述べていこう。米国による日本の占領政策は
1941 年 12 月 8 日の第二次世界大戦開戦以前から
画策されていたことが知られる。また、占領期日
本の教育制度については一般的に、戦後の GHQ
史の中でジャーナリズム教育が脚光を浴びたのは
第二次世界大戦直後のことである。これは全体主
義への反省や欧米の民主主義・自由主義秩序の構
築という文脈の中で芽生えた。1945 年に制定さ
れたユネスコ憲章では、その第一条第二項で「･･･
大衆通報（マス・コミュニケーション）のあらゆ
る方法を通じて諸人民が相互に知り且つ理解する
ことを促進する仕事に協力すること並びにこの目
的で言語及び表象による思想の自由な交流を促進
するために必要な国際協定を勧告すること」と
した。これを受けて、ユネスコの技術委員会で、
ジャーナリズム教育を専門教育の一分野と位置づ
け、1948 年の技術委員会報告書で「プレスが人
間社会に対して行っているしごとを改善するため
の一法として専門教育が重要であることは充分に
認められている。―ジャーナリズムは、他のいか
なる職業にもまして、ひろい知識と理解の背景、
さらにこうした知識を時事問題の情報に適用する
能力を必要とする。だから、適切な準備教育は、
将来のジャーナリストを人間の知識の主な諸分野
に親しませるにたるひろい視野をもち、その知識
をジャーナリズムの実務に適用することができる
だけの実用性をそなえたものでなくてはならぬ」
と提言した 1。
　また、ユネスコの経済社会理事会は 1948 年 3
月、ジャーナリズム教育について、「ジャーナリ
ズムは現在では専門知識を必要とする職業であ
り、りっぱな地位をしめている―。が、ずいぶ
ん前から、しろうとや臨時やといの領分ではなく
なっており、この道に入るには教わらねばならぬ
ことを皆がみとめているにもかかわらず、教育方
１　日本新聞協会（1951）『ジャーナリストの専門教育』1951 年、日本新聞協会、1-2
２　日本新聞協会 (1951)、3
３　日本新聞協会 (1951)、３-4
４　ユネスコは継続的に発展途上国の民主化という文脈でジャーナリズム教育開発に携わり、2007 年にモデルのカリキュラム
を発表した。ユネスコ HP より。
　（http://www.unesco.org/new/en/communication-and-information/media-development/journalism-education-and-
training/model-curricula/）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
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ぞれ、あるいは協力して、日本占領を想定した
教育政策に関する情報収集分析を始めた 6 のであ
る。
　戦後の占領政策について国務省、陸軍省、海
軍省 3 省の意見調整を図るための State-War-
Navy Coordinating Committee（国務・陸・海
軍 3 省 調 整 委 員 会、 以 下 SWNCC） が 1944 年
12 月、設置された。各省の政策は SWNCC で
調整し、統合参謀本部の同意を経て米国政府
の 政 策 と な っ た。 ま た、SWNCC 会 内 部 に は
Subcommittee for the Far East（極東小委員会）
が設置され、対日占領政策の原案作成に当たっ
た。SWNCC の主要な政策決定としては、「降伏
後に於ける米国の初期の対日方針」や「日本の統
治体制の改革」などがある。1945 年、米国の国
務省が政策調整委員会として、Inter-Divisional 
Area Committee for the Far East（部局間極東
地域委員会）を設置し、Research and Analysis 
Branch of the Office of Strategic Services（ 戦
略 局 研 究 分 析 課 ） と、Enemy Branch of the 
Foreign Economic Administration（外交経済行
政部敵国課）から代表者を招集した 7。
３－２　陸軍軍政学校と民政訓練学校
　間接統治を基本とした占領期日本で GHQ が
採用した教育制度の構築方法は CIE と文部省の
共同作業方式であった。ここで占領期日本の教
育制度を構築するうえで、実務的な任務を担っ
た米国の軍政学校について見てみよう。戦時中
の SWNCC の教育などに関する政策決定をもと
に、軍政学校などの軍組織で占領下日本の教育制
度に関する実務的な政策決定や実務訓練が行われ
の CIE や米国教育使節団によってその大枠が形
作られてきたとされる。だが、実際には戦時中の
米陸軍や国務省内部でその調査研究と政策の策
定、そしてその訓練がなされていた。米軍には占
領に備えた実務訓練教育機関として、陸軍の軍政
学校、陸海軍それぞれの民政訓練学校、そして陸
海軍合同の民政準備基地などがあり、日本の教育
制度について調査研究とその訓練がなされてい
た。まず、これらの米軍内部の教育機関について
見ていこう。
３－１　戦時中の米国の日本占領計画
　米国は日本との開戦前から、日本の占領政策に
ついて検討してきた。国務省や陸軍省といった米
国の中枢組織でその骨格が形作られ、占領後の軍
政下での具体的な教育政策の一部は軍政学校や民
政準備基地で戦時中に準備されてきたのである。
これらの成果を占領期日本に持ち込んだ。ここで
は、戦時中から占領期にかけての米軍政組織の教
育部門を概観してみよう。
　米陸軍省では、日米開戦直前の 1941 年 12 月
3 日付けの指令で、日本など枢軸国の戦後の軍
事的占領に備えて、War Department, Services 
of Supply, Provost Marshal General’s Office
（陸軍省補給部憲兵総監部）に軍政要員の訓練
を実施する任務を与えた。これを受けて、1942
年 5 月にはヴァージニア州シャーロッツビル
にあるヴァージニア大学に School of Military 
Government（以下軍政学校）が開設された 5。
一方で、米国務省の研究部局は 1942 年、日本降
伏後の占領期に関する教育政策の研究を開始し
た。1944 年には、米国の国務省と陸軍省がそれ
５　War Department Special Staff (1946), "History of the Civil Affairs Holding and Staging Area", Office of the Chief of 
Military History, U.S. Army, Vol.1, 5
６　Provost Marshal General's Office, “History of Military Government Training” 国立国会図書館憲政資料室の所蔵資料、
日本占領関係資料「軍政訓練史（抜粋）」（https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/YD-175.php）（2015 年 9 月 15 日閲覧）
７　マーク・オア著、土持ゲーリー法一訳 (1993)『占領下の教育改革政策』1993 年、玉川大学出版部、79 － 87
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バード大、ノースウエスタン大、スタンフォード
大、イェール大の 6 校に陸軍の民事訓練学校が置
かれた一方、コロンビア大とプリンストン大の 2
校に海軍の民事訓練学校が置かれた 11。民政訓練
学校での極東戦域を対象にした軍指令に基づかな
い訓練プログラムは、1943 年 8 月からシカゴ大
の民政訓練学校で開始され、1 期生が 1944 年 11
月に課程を修了した。軍指令に基づくプログラム
は 1944 年 6 月から開始され、原則、米陸軍軍政
学校で 6 週間の訓練を受けた後に、いずれかの民
政訓練学校でさらに 6 カ月間の訓練を受けること
になっていた 12。
　 管 理 部 門 と し て、1942 年 8 月 に は Army 
Service Forces（陸軍補給軍）の憲兵総監部に軍
政時に占領下の各国官庁を統合した広範な計画策
定に従事する Military Government Division（軍
政課）が設置された。ただし、計画実行の調整権
限が憲兵総監になかったため、1943 年 3 月に陸
軍省の Special Staff（専門部）として軍政に関
する非軍事的活動全般を統括する Civil Affairs 
Division（民政課）が設置された。1944 年 4 月 8
日、陸軍省は通達を出し極東における民政任務の
ため 1500 人の将校を招集した 13。
３－３　民政準備基地
　米本国の軍最高機関である Joint Chiefs of 
Staff（以下統合参謀本部）は 1944 年、日本が
降伏するのを見越した軍政準備のため、米陸軍
と米海軍を統合した Civil Affair Staging Area
ていたのである。ここでは占領地における法規、
補給、諜報、行政・組織、運営、人事等の基礎的
な事項の教育訓練が行われた。この学校の教育指
針は陸軍省の W.D. Field Manual 27-5, Military 
Government and Civil Affairs ( フィールド・マ
ニュアル『軍政と民事』) を基礎としていた。こ
こには「教育制度を監督すること、学校の開校な
らびに破壊的で有害な教育の防止」と綴られて
いるのみであった。このため、作戦地域の司令
官スタッフの中に民事局を創設することし、具
体的な教育内容については陸軍省の W.D. Basic 
Field Manual 27-10, Rule of Land Warfare（基
本フィールド・マニュアル『野戦の規定』）、W.D. 
FM 27-251, Treaties Governing Land Warfare
（『野戦統治の協定』）に従った内容であった。
ヴァージニア大軍政学校では 1944 年 6 月 12 日、
極東戦域を対象にした包括的な初の訓練プログラ
ム作成に着手し、非公式に民政企画将校を養成し
始めた 8。
　一方、1943 年 3 月には全米で地域研究の実績
がある大学に Civil Affairs Training School（以
下民政訓練学校）が設置された。第二次世界大戦
中、米国は欧州とアジア諸国の占領管理のための
有識者を招集し、危機管理計画を策定した。この
ような人材のための研修プログラムを実施したの
が民政訓練学校である。このプログラムでは、民
事経験者や高い言語能力を持つ軍人を対象に、言
語、歴史、社会学、文化、そして経済政策等の集
中講義が行われた 9 10。シカゴ大、ミシガン大、ハー
８　マーク・オア著、土持ゲーリー法一訳 (1993)、24-25
９　“Overview: Register of the U.S. Civil Affairs Training School, Stanford University Records, 1942-1945” The Hoover 
Institution Archives at Stanford University. (http://www.oac.cdlib.org/findaid/ark:/13030/tf8t1nb33h/) (2015 年 9 月
17 日閲覧 )
10　Provost Marshal General's Office, “History of Military Government Training” 国立国会図書館憲政資料室の所蔵資料、
日本占領関係資料「軍政訓練史（抜粋）」（https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/YD-175.php）（2015 年 9 月 15 日閲覧）
11　マーク・オア著、土持ゲーリー法一訳 (1993)、24-25
12　Provost Marshal General's Office, “History of Military Government Training” 国立国会図書館憲政資料室の所蔵資料、
日本占領関係資料「軍政訓練史（抜粋）」（https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/YD-175.php）（2015 年 9 月 15 日閲覧）
13　War Department Special Staff (1946), Vol.1, 5
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サービスの分営があった。運営・訓練課は情報・
教化部門や言語部門など計 5 部門があった。運営・
訓練課は、言語教育と地域統治の任務執行に焦点
が当てられていた。これらの任務は多種多様で、
日本占領期の民間人への食糧供給、医薬品の提供、
公衆衛生などが含まれていた。一方、戦域計画・
研究課は内政問題部門や財政部門、経済部門など
8 部門からなり、占領期日本の教育政策を担った
教育セクションはこの内政問題部門に含まれてい
た。
　ここで、占領期日本のジャーナリズムを含む情
報政策と教育政策に関連した民政準備基地の部署
を見てみよう。運営・訓練課の情報・教化部門では、
戦域内の軍政官への有用情報の提供、極東に関す
る教育映画の制作、占領地の教育人材の養成と教
材作成の運営管理、民政準備基地全体の公共情報
伝達システムの運営が任務であった。また、一般
管理セクションでは主に日本の地方自治体に関す
る研究を担った 21。
　次に、言語部門である。この部門は占領期日本
での通訳や諜報要員の養成にあたった。言語業務
は当初、運営・訓練課の計画・処理・訓練部門内
部訓練セクションに含まれていた。1944 年 11 月
22 日に独立した言語セクションが設置され、監
督者 2 人と日系人 5 人の日本語講師によって組織
された。1945 年 7 月 20 日には日本語クラスは 50
以上、中国語クラスは 14 に増加した 22。受講生
は少人数グループに分けられ、毎日 2 時間、週 5
日の講義を受けた。内容は主に軍政上必要な日本
（民政準備基地）を設置することを決めた。戦
略的な見地から当初はハワイに設置する計画で
あったが紆余屈曲の末、1944 年 7 月 15 日、カリ
フォルニア州モントレーの陸軍基地、Presidio 
of Monterey/Ford Ord ( モントレー駐屯地 )（図
２、図４）に Warfare Area Commander（戦争
地域司令官）基地として民政準備基地が設置され
た 14。当初は研究や会議の目的の管理棟、食堂と
約 100 人の将校と 28 人の下士官が駐留する 3 兵
舎だけの小規模なものだった 15 16。
　民政準備基地では民政訓練学校から派遣された
将校に対して、日本の占領準備や日本の植民地の
解放政策に関連した民事行政の包括的な訓練と教
育が行われた 17 18。ここで当初の日本占領のため、
千人以上の民政要員を含む数千人の陸海軍将校が
訓練を受けた 19 20。
図２　モントレー駐屯地の民政準備基地の航空
写真。（1945 年春、米陸軍撮影。米陸軍ナショ
ナルアーカイブより）
　民政準備基地は運営・訓練課と戦域計画・研究
課の 2 課と、外部の専門家との調整等を担う戦略
14　Id at Vol.1, 10
15　Id at Vol.1, 13
16　Kibbey H. Horne (1970) “A history of the Presidio of Monterey 1770-1970” Defense Language Institute West Coast 
Branch, 49-52
17　War Department Special Staff (1946) Vol.1, 11
18　Id at Vol.1, 23
19　Williams, Justin Sr. (1982) "From Charlottesville to Tokyo: Military Government Training and Democratic Reforms 
in Occupied Japan", Pacific Historical Review, 51, 411
20　Takemae, Eiji (2003), "The Allied Occupation of Japan", Continuum 
21　War Department Special Staff (1946), Vol.2, 62
22　Id at Vol.2, 69
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図３　日系人下士官から日本語の講義を受け
るモントレー駐屯地の民政準備基地の将校ら。
（1945 年春、米陸軍撮影。米陸軍ナショナルアー
カイブより）
　次に、戦域計画・研究課について見ていこう。
この課のうち、占領期日本の経済政策や教育政策
を担ったのが内政問題部門である。この部門の政
府組織及び管理セクションは 1945 年 5 月に設置
され、日本の軍部組織に関する調査やそれに対応
するマニュアル作成、日本の中央省庁の分析にあ
たった。占領期日本の教育政策の実務的な青写真
を描いたのが教育セクションで、日本の教育制度、
行政組織、および官僚の要件に関する長期計画な
どを策定した。この過程で、当時の日本国内の学
校で使用されていた教科書や他の教材の多数を収
集し、重要部分の翻訳などを実施したと共に、米
国太平洋岸の主な教育機関を訪問し、日本で教育
を受けた者への面会調査をした。この際、当時の
教科書の改訂すべき点、カタカナの公用文字化の
2 点が覚書に追加された。またこの課には、諜報
セクションがあった。他の部門・セクションによ
る通常の諜報業務に加え、この諜報セクションは
日本の各種団体や破壊工作員などの研究を実施し
た 27。
語会話にむけられた 23（図３）。また、言語部門
は他の民政準備基地活動部門に日系二世の情報提
供者による翻訳提供を行うことになった 24。
　日本語クラスの受講生は事前に日本語教育を受
けていた。例えば、ヴァージニア大軍政学校では
3 カ月の読解と作文、そして会話、シカゴ大学民
事訓練学校で 3 カ月または 7 カ月半の日本語の読
解と作文、コロンビア大民事訓練学校では簡単な
日本語といった具合であった。しかし、民政準備
基地では教材不足や多様なローマ字表記などから
日本語習得が困難な受講生が続出した。占領期日
本に赴任する予定の民政官約７割が、日本語能力
が不適格といった状況にあった 25。このことが後
の占領期日本で、公用文字のローマ字化などの問
題に結びついたのである。
　1946 年、陸軍の軍事情報サービス語学学校は、
民政準備基地のあるモントレー駐屯地に移管さ
れ、カリキュラムにロシア語、韓国語、アラビ
ア語など計 10 言語を追加し、1947 年に Army 
Language School ( 陸軍語学学校 ) となった。教
員と学生の数、設置言語数は、冷戦年間を通じ
て 増 加 し た。 現 在 は、The Defense Language 
Institute Foreign Language Center ( 米陸軍省
防衛外国語研究所 ) となり、全米で外国語訓練の
主要校の一つとしてみなされている。この研究所
では 24 カ国の言語訓練を設置し、言語の難易度
に応じて、26 週から 64 週までの間、週 5 日一日
7 時間の教育を行っている 26。
23　Id at Vol.2, 70
24　Id at Vol.2, 63
25　Id at Vol.2, 64
26　The Defense Language Institute Foreign Language Center HP（http://www.dliflc.edu/about/）(2015 年 9 月 16 日閲覧 )
27　War Department Special Staff (1946), Vol.2, 120
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の受諾し、連合国側に無条件降伏を通告したこと
を伝えた。これを受けて米国のトルーマン大統領
は同日、米太平洋陸軍司令官ダグラス・マッカー
サー元帥を Supreme Commander for the Allied 
Powers（以下連合国最高司令官）に任命した。
同年 8 月 21 日、米国政府はマッカーサー元帥に
『降伏後ニ於ケル米国ノ初期ノ対日方針 29』と題
した総括的占領政策文書を伝達した。「日本国国
民ハ個人ノ自由ニ対スル欲求竝ニ基本的人権特ニ
信教，集会，言論及出版ノ自由ノ尊重ヲ増大スル
様奨励セラルベク且民主主義的及代議的組織ノ形
成ヲ奨励セラルベシ」「理論上及実践上ノ軍国主
義及超国家主義（準軍事訓練ヲ含ム）ハ教育制度
ヨリ除去セラルベシ職業的旧陸海軍将校及下士官
竝ニ他ノ一切ノ軍国主義及超国家主義ノ推進者ハ
監督的及教育的地位ヨリ排除セラルベシ」などと
するこの文書が占領政策の大枠としての教育と
ジャーナリズム原理を規定したのである。
　この方針に従って 1945 年 10 月 2 日、GHQ が
東京に設置され、その指令を日本政府が実施する
間接統治型の占領政策が開始された。この組織は、
最高司令官、参謀長のもとに参謀部と専門部に分
かれ、参謀部には通常の軍司令部の参謀業務を担
当する参謀第 1 部から第 4 部があった。一方、専
門部には、占領を実施するために行政、経済、公
衆衛生、教育、運輸、通信、資源といった専門分
野ごとに部局が置かれた 30。
　GHQ の正式な発足に先立つ 1945 年 9 月 22 日、
日本と朝鮮（韓国）の広報、教育、宗教その他の
社会学的問題に関する施策について連合国最高
司令官に助言するために United States Armed 
図４　モントレー駐屯地に残る記念塔と砲台。
（2015 年 9 月、筆者撮影）
４　占領期日本の GHQ の教育政策
　 日 本 の 占 領 政 策 に つ い て は 戦 時 中 か ら 米
SWNCC で大枠を取り決め、その実務訓練教育
機関である陸軍の軍政学校、陸海軍の民政訓練学
校、そして民政準備基地で、占領期日本の教育制
度について調査研究や訓練がなされていた。こう
した実績や経験をもとに、占領期日本の GHQ に
よる教育政策が形作られていったのである。ここ
では、その GHQ による占領期日本の教育政策を
中心に述べていきたい。
　1945 年 7 月 26 日、「日本国政府ハ日本国国民
ノ間ニ於ケル民主主義的傾向ノ復活強化ニ対スル
一切ノ障礙ヲ除去スヘシ言論、宗教及思想ノ自由
並ニ基本的人権ノ尊重ハ確立セラルヘシ」などと
するポツダム宣言が発行された 28。これは戦後日
本の占領政策の輪郭を模ったものであり、日本か
ら軍国主義・超国家主義を排除し、平和主義、民
主主義、自由主義を定着させる内容であった。そ
して 1945 年 8 月 15 日、日本政府がポツダム宣言
28　国立国会図書館 HP「日本国憲法の誕生、憲法条文・重要文書、ポツダム宣言」（http://www.ndl.go.jp/constitution/
etc/j06.html）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
29　外務省特別資料課編 (1946)『日本占領及び管理重要文書集』外務省、91-108
30　“Records of General Headquarters Supreme Commander for the Allied Powers, GHQ/SCAP（連合国最高司令官総
司令部文書）” 国立国会図書館 HP「憲政資料室の所蔵資料、日本占領関係資料」（https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/
GHQ.php）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
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「政治的、公民的、宗教的自由ヲ含ム各般ノ事項
ノ自由討議ヲ許容セラルベキコト」
「教育アル平和的且ッ責任ヲ重ズル公民ノ養成ヲ
目指ス新教科目、新教科書、新教師用参考書、新
教授用材料ハ出来得ル限リ速カニ準備セラレ現行
ノモノト代ヘラルベキコト」
　1945 年 10 月 30 日、教育四大改革指令の第二
の指令、『教員及教育関係官ノ調査、除外、認可
ニ関スル件 33』が発行された。これは「軍国主義
的思想、過激ナル国家主義的思想ヲ持ツ者トシテ
明カニ知ラレテヰル者、連合国軍日本占領ノ目的
及政策ニ対シテ反対ノ意見ヲ持ツ者トシテ明カニ
知ラレテヰル者ニシテ現在日本ノ教育機構中ニ職
ヲ奉ズル者ハ凡テ直ニ之ヲ解職シ今後日本ノ教育
機構ノ中如何ナル職ニモ就カシメザルコト」とす
る、軍国主義的、極端な国家主義思想を持つ者の
「教職追放」を含む内容だった。戦時中、ジャー
ナリズム教育に携わる者が軍事政権下でのプロパ
ガンダ・言論統制に携わったケースがあることも
あり 34、この命令は占領下のジャーナリズム教育
に大きな影響を与えたといえよう。
　1945 年 11 月 3 日、統合参謀本部は連合国最高
司令官に対して『日本占領及び管理のための連合
国最高司令官に対する降伏後における初期の基本
的指令』を送付した。この文書中には『日本教育
制度ニ対スル管理政策』を踏襲した教育改革に関
して、「実行可能なだけ早急に教育機関を再開す
る。できるだけ早く、軍事的国家主義や侵略主義
を主唱してきた教員や占領軍の目的に強く反対し
Forces in the Pacific：USAFPAC（米太平洋陸
軍総司令部）の Special Staff Section（専門部）
として CIE が設置された。これは設置直後の 10
月 2 日に GHQ に移管された。CIE は教育全般（初・
中・高等教育、社会教育）、教育関係者の適格審査、
各種メディア（新聞、雑誌、ラジオ）、芸術（映画、
演劇）、宗教（神道、仏教、キリスト教、新興宗教）、
世論調査、文化財保護などに関して広範囲にわた
る諸改革を監督指導した 31。
  また、CIE は日本の軍国主義・超国家主義を排
除し、平和主義・民主主義・自由主義を定着させ
るため、いわゆる教育四大改革指令を発令した。
その第一の指令が 1945 年 10 月 22 日の『日本教
育制度ニ対スル管理政策』である。これはカリキュ
ラム、教職員、及び教材の検討・改訂についての
包括的な指示と、文部省に GHQ との連絡機関の
設置と報告義務とを課したものである。四大改革
指令のうち、この第一指令が占領期のジャーナリ
ズム教育のあり方と内容に密接に関係している。
重要なので以下、ジャーナリズムに関連する事項
を抜粋する 32。
『日本教育制度ニ対スル管理政策』（抜粋）
「軍国主義的及び極端ナル国家主義的イデオロ
ギーノ普及ヲ禁止スルコト、軍事教育ノ学科及ビ
教練ハ凡テ廃止スルコト」
「議会政治、国際平和、個人ノ権威ノ思想及集会、
言論、信教ノ自由ノ如キ基本的人権ノ思想ニ合致
スル諸概念ノ教授及実践の確立ヲ奨励スルコト」
31　  “GHQ/SCAP Records, Civil Information and Education Section ( 民間情報教育局文書 )” 国立国会図書館 HP「憲政資
料室の所蔵資料、日本占領関係資料」https://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/CIE.php（2015 年 9 月 7 日閲覧）
32　文部科学省 HP「学制百年史　資料編 連合国軍最高司令部指令」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/
others/detail/1317996.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
33　文部科学省 HP「学制百年史　資料編 連合国軍最高司令部指令」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/
others/detail/1317996.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
34　長谷川了（1951）書評『小山榮三著 , 廣報學 ( 昭和二十九年・有斐閣 )』新聞学評論 (4)、日本マス・コミュニケーション学
会、179-181
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５　CIE の主要教育担当者
　占領期日本の教育制度改革を主導したのは
GHQ の CIE であったことは周知である。また、
CIE が明治大学短期大学の設置に大きく影響を与
えたこともある。ここでは CIE で占領期のジャー
ナリズム教育や明治大学短期大学の設置で主要な
役割を果たした人物を紹介していこう 37。CIE 初
代局長はジャーナリズムとマスコミュニケーショ
ンに密接な関係があった。初代局長の Kenneth 
Reed Dyke（ケネス・リード・ダイク）陸軍准将
は 1899 年、マンハッタン生まれでピッツバーグ
大学中退後、U.S. Rubber（US ゴム）や Johns-
Manville and Colgate-Palmolieve Peet（コルゲー
ト＝パーモリーブ）で広告関連業務を担当した
後、当時の米３大放送局の一つ、NBC 放送の販
売促進・調査担当役員に就いた。1943 年に陸軍
に招集され、陸軍省の Troop Information and 
Education Unit（軍隊情報教育隊）で陸軍少佐
として、その職に当たった。1945 年 9 月に GHQ
に CIE が設置されると、ダイク氏はその初代局
長に就任した。1946 年春に退役後、NBC 放送に
戻り、番組担当副社長に就任、その後、米大手広
告代理店Young and Rubicam International (ヤ
ング・アンド・ルビカム・インターナショナル )
広報担当副社長で現役生活を閉じた。 
　CIE 二 代 目 局 長 に 就 任 し た の が Donald R. 
Nugent（ドナルド・R・ニュージェント）米
国海兵隊予備中佐である。ニュージェント氏は
1923 年、スタンフォード大学の歴史学専攻の学
士課程を優秀成績で卒業した後、1929 年までカ
続ける人たちはすべて適正かつ資格のある後任者
と交替させる。日本の軍隊および準軍事的訓練実
習は、すべての学校で禁止する」とした。
　1945 年 12 月 15 日、教育四大改革指令の 第三
の指令、『国家神道、神社神道ニ対スル政府ノ保証、
支援、保全、監督並ニ弘布ノ廃止ニ関スル件 35 』
が発令された。これは信教の自由の確保と、極端
な国家主義と軍国主義の思想的基盤をなしたとさ
れる国家神道の解体により、国家と宗教との分離
と宗教の政治的目的による利用の禁止の原則であ
る。この指令ではまた、「公文書ニ於テ『大東亜
戦争』、『八紘一宇』ナル用語乃至ソノ他ノ用語ニ
シテ日本語トシテソノ意味ノ連想ガ国家神道、軍
国主義、過激ナル国家主義ト切り離シ得ザルモノ」
といった用語や、「軍国主義的乃至過激ナル国家
主義的『イデオロギー』ノ宣伝、弘布」を禁じる
ものであった。
　1945 年 12 月 27 日 モ ス ク ワ で 開 か れ た 米・
英・ソ 3 国外相会議で、日本の占領管理に関す
る連合国の最高政策決定機関で米・英・中国・
ソ連・仏など 13 カ国で構成される Far Eastern 
Commission（極東委員会）が設置された。この
委員会が決定した政策は、米国政府を通じて、連
合国最高司令官に指令として伝達された。1945
年 12 月 31 日、教育四大改革指令の第四の指令『修
身、日本歴史及ビ地理停止ニ関スル件 36』が発令
された。これは軍国主義的及び極端な国家主義的
思想の排除の教育内容を徹底するもので、修身・
日本歴史・地理の授業停止とそれらの教科書・教
師用参考書の回収が主な内容だった。
35　文部科学省 HP「学制百年史　資料編 連合国軍最高司令部指令」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/
others/detail/1317996.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
36　文部科学省 HP「学制百年史　資料編 連合国軍最高司令部指令」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/
others/detail/1317996.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
37　マーク・オア著、土持ゲーリー法一訳（1993）、16-37
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士号を取得した。コロンビア大学海軍軍政・行政
学校に学び、プリンストン大学海軍軍政学校副校
長の経歴がある。CIE では米国教育使節団の招聘
や日本教育家委員会を立案したが、日本語のロー
マ字化を主張して失脚した。一般的にホール氏ら
の GHQ が占領期日本の教育制度の中で日本語の
ローマ字化を主張したとされる。ただ、この流れ
として民政準備基地での戦前日本の教育制度研究
や日本語教育の困難さから、占領期日本でのカタ
カナの公用文字化が戦時中に提言されていたこと
を記しておきたい 38。
　戦後しばらくしてレッドバージが日本にも吹き
荒れた。その教育面での理論的指導者の立場にい
たのが、Walter Crosby Eells（ウオルター・ク
ロスビー・イールズ）氏であった。1886 年、ワ
シントン州生まれで、シカゴ大学で文学修士、ス
タンフォード大学で博士号を取得した後、米国海
軍兵学校で数学を教え、1927 年から 1938 年まで
はスタンフォード大学教育学部に勤務した。1938
年、米国中等学校基準に関する共同研究で注目さ
れ、1938 年から 1945 年まで米国短期大学協会事
務局長、その後は復員軍人行政の外国教育課長
を務めた。1947 年 3 月に来日し、CIE の教育課
高等教育顧問として 1951 年までその職にいた。
1949 年初頭、日本国内で共産主義の影響が強く
なり、GHQ 内でも自由化・民主化教育の見直し
に迫られた。CIE 教育課でその積極的な行動を
採ったのがイールズ氏であった。彼は反共産主義
者であり、左翼学生やマルクス主義学者、日本教
職員組合といった人物や団体への圧力を強め、こ
れは戦後日本のジャーナリズム教育に影響を及ぼ
した。
リフォルニア州の地区教育長の職にあった。1936
年から 1941 年までは、和歌山高商や大阪商大で
英語・商業講師として赴任した。この間、スタン
フォード大学大学院で極東史専攻の博士課程を修
了した。1945 年 11 月、CIE 教育課長として東京
に赴任し、1946 年春に CIE 局長代理に昇進した。
1946 年 6 月の東京裁判で、日本での教育経験か
ら 1941 年の時点で日本の中等学校で、授業の 3
割から 4 割が直接的な軍事訓練であったと証言し
た。米国の進歩主義教育に懐疑的であり、占領終
了まで CIE 局長の職にあった。
　次に紹介するのが明治大学短期大学設置に尽
力し、モントレーと関わりがある人物、Mark T. 
Orr（マーク・T・オア）CIE 教育課長である。
オア氏は 1914 年サウス・カロライナ州生まれで、
ノースカロライナ大学を卒業した。その後、1944
年、ヴァージニア大学軍政学校で日本の法と秩序
の再建について学んだ。1945 年、オア氏はミシ
ガン大学陸軍民事訓練学校で民事統治について学
んだ。この後、オア氏はモントレー駐屯地の民
政準備基地に移り、東京の GHQ 任務の準備にあ
たった。オア氏は 1946 年 6 月から 1949 年 2 月ま
で CIE 教育課長の職にあった。この間に、戦前
の明治大学女子専門学校の短期大学への移行の認
可を後押ししたのがオア氏であったと推察され
る。退役後は南フロリダ大学国際問題センター所
長などを歴任した。
　このほか、占領期日本の教育制度やジャーナリ
ズム教育に影響を及ぼしたと考えられる２人の
CIE 幹部を紹介しておこう。CIE 教育課の初代課
長に就任したのが Robert King Hall（ロバート・
キング・ホール）海軍予備少佐である。1912 年、
イリノイ州生まれで、レーク・フォレスト・カレッ
ジで文学を専攻して卒業した後、ミシガン大で博
38　War Department Special Staff（1946）Vol.2, 120
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どを提言した。基本的人権を軸とした教育におけ
る民主主義と自由主義の理念を強調し、教育制度
では個人の能力と適性とを十分に発揮させる教育
機会の均等化、教育の内容や方法では画一化の排
除、及び子供たちや教員の自主性の尊重などを重
視していた。その後この報告書は、CIE による教
育改革政策指導上の指針としての役割を果たし続
けることになった。なお、米国教育使節団は、第
一次訪日団勧告の実施効果を検証するため 1950
年 8 月から９月にかけて再来日した 40。
　この報告書の内容は占領期の日本に米国大学で
行われるジャーナリズム教育を移植する直接的な
提言となった。概要としては、日本の民主主義と
自由主義、平和主義を支えるためのジャーナリス
トの養成に主眼が当てられている。まず、戦後日
本の自由主義・民主主義化を目的とした教育改革
の方針については、「日本の教育の再建が行われ
る前に、民主主義における教育哲学の基礎がぜひ
とも明確にされなければならない。民主主義の生
活に適応した教育制度は、個人の価値と尊厳との
認識をその基本とするであろう。それは、各人の
能力と適性に応じて、教育の機会を与えるよう組
織されるであろう。教授の内容および方法を通じ
て、それは、学問研究の自由、批判的に分析する
能力の訓練を大切にするであろう。教育は個人を、
社会の責任ある、協力的な一員となるよう準備し
なければならない」とした 41。
　また、市民社会の形成や、市民の公共性と政治
参加意識の醸成についても、以下のように言及し
ている。「民主主義的な市民は、自分たちの努力
をよろこんで公共に提供する義務がある。そして、
そのためには、単に国家機構や高邁な理想につい
６　占領期日本の GHQ によるジャーナリ
　ズム教育
　日本占領のシナリオは戦前から米陸軍省などで
練られ、実際の占領計画とその訓練も軍政学校や
民政準備基地で行われていた。占領期にカタカナ
の公用文字化の議論も民政準備基地での日本語訓
練の結果という伏線が存在した。こうした状況を
踏まえて、ここでは占領期による教育政策、とり
わけジャーナリズム教育について見ていこう。こ
れらについて、もっとも大きな影響を与えたのが
米国教育使節団と CIE の占領期日本の高等教育
への考え方であった。
６－１　米国教育使節団報告書
　GHQ は日本の教育改革の基本方針を策定する
ために、教育専門家の教育顧問団である米国教育
使節団を 1946 年 3 月に招聘した。団長の George 
D. Stoddard（ジョージ・D・ストッダード）博
士ら 27 人が来日した。使節団が GHQ に 1946 年
3 月 31 日に提出した『Reports of United States 
Education Mission to Japan（米国教育使節団
報告書）39』は 4 月 7 日にその全文が公表された。
一方で、この使節団に協力する南原繁・東京帝国
大学教授を委員長とする日本側教育家委員会が組
織された。この委員会は後に教育刷新委員会、教
育刷新審議会へと発展した。報告書は日本教育の
目的及び内容、国語改革、初等及び中等段階の教
育行政、教育活動と教師教育、成人教育、高等教
育の六章で構成されている。軍国主義・超国家主
義を排除し、民主的な教育の理念、方法、制度な
39　村井実（1979）『アメリカ教育使節団報告書　全訳解説』講談社学術文庫
40　文部科学省 HP「学制百二十年史　概説」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1318255.
htm）（2015 年 9 月 8 日閲覧）
41　村井実（1979）30-31
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した教育改革方針を支える教育としての位置づけ
と考えられる 46。さらに、報告書の摘要「高等教
育」の部分でも、「医学、学校管理、ジャーナリ
ズム、労働関係、および一般国家行政のような分
野における職業教育の改善に、注意を払う必要が
ある 47」と、ジャーナリズム教育の必要性を強調
した。
６－２　占領期日本の GHQ 非軍事的活動報告書
　GHQ は占領期日本のジャーナリズム教育を含
む GHQ の非軍事活動の報告書を 1951 年にまと
めた 48。ここでは米国教育使節団を補佐した CIE
教育課のメンバーがその後、教育や出版の自由と
いった個別の調査分野を設定し独自の調査をし
た。占領期日本の民主化の過程で権力の監視とい
う意味でのジャーナリスト養成は GHQ にとって
危急の課題であったことが伺われる。占領期の
CIE による日本の『教育』分野と『出版の自由』
分野それぞれの調査報告書がある。これらで別個
にジャーナリズム教育について言及がある。つま
り、教育という面とジャーナリズムという面の両
面からジャーナリズム教育の重要性が伺われるの
である。この調査報告は戦前から戦後における日
本の大学でのジャーナリズム教育の内容を示すも
のとなっていた。この２つの報告書にあるジャー
ナリズム教育の内容は相当部分が重複しているた
め、ここでは、『教育』分野 49 と『出版の自由』
分野 50 のジャーナリズム教育の概要について述
ての知識ばかりでなく、実際の政治によろこんで
参加するという心構えが必要である。政治活動に
対する無関心こそ恥辱なのである。なぜなら無関
心は、悪人が善人を支配し、さらには国全体を悪
に巻き込む結果を許容してしまうからである。投
票を棄権するのは道徳的怠慢であり、賢明な投票
のあり方を学ばないのは、許しがたい怠惰である。
不断の精進こそ自由の対価である 42」。
　こうした教育改革の基本方針の中で、報告書で
は高等教育の機能について、１）思想の自由の擁
護と拡大と市民社会の啓蒙、２）性別や年齢にか
かわらず開かれた社会の実現、３）社会要請への
対応と三つの機能を維持すべきだと勧告した。使
節団は戦前の極端な専門職業教育を否定したが、
ここでは社会貢献としての職業教育の肯定的な位
置づけが示された 43。また大学のカリキュラムに
ついて、「大部分は一般教育に対する機会があま
りに少なく、専門化があまりに早く、あまりに狭
く行われ、そして、職業教育にあまりに力を入れ
すぎている」と指摘したうえで、米国大学学士課
程でのリベラルアーツ志向を織り込むことを提言
した 44。さらに、戦中期に行われた言論統制や思
想弾圧などへの反省を踏まえた社会科学分野への
提言も織り込まれた 45。
　最後にこの報告書では、技術教育および職業教
育について以下の提言があり、その中にジャーナ
リズム教育の重要性を強調した部分がある。これ
は上記の平和主義・民主主義・自由主義を基調と
42　村井実（1979）39-40
43　村井実（1979）106
44　村井実（1979）117-118
45　村井実（1979）117-118
46　村井実（1979）120
47　村井実（1979）135
48　GHQ/SCAP Records, Civil Historical Section “Civil Information and Education Section（1951）”
　CI&E Research Report Journalism Education in Japan, History of the Non-Military Activities of the Occupation of 
Japan, 1945-1951” 
49　土持法一解説・訳 (1996)『GHQ 日本占領史　第 20 巻　教育』日本図書センター、141-142
50　川純・岡本篤尚解説・訳 (1999)『GHQ 日本占領史　第 17 巻　出版の自由』日本図書センター、151-153
44
　1949 年の国立学校設置法では、東京大学新聞
研究所の存続を決定し、その目的を、「新聞及び
時事についての出版、放送又は映画に関する研究
並びにこれらの事業に従事し又は従事しようと
する者の指導及び養成」とした。この時期、「帝
国大学新聞（現・東京大学新聞）51」（1920 年）、
「日本大学新聞」」（1921 年 52）、「早稲田大学新聞 
53」（1922 年）など、ジャーナリズム関連学部を
持つ大学の多くで学生新聞が創刊された。さらに、
1950 年 4 月 5 日、大学設置審議会は６総合大学に、
ジャーナリズム学位「新聞学士号」を与える通信
教育課程の設置を認可した。審議会は 1 年間の教
室授業義務を課した 4 年課程を承認した。ただし、
この教室授業は 42 日間の夏季集中授業に振り替
えることも認めた。
　ジャーナリズム教育支援策に関しても GHQ と
日本のジャーナリズム各関連団体との連携が存
在した。たとえば、1946 年に新聞協会が年次助
成計画を開始し、1947 年には総額 55 万 3200 円
の補助金を８機関に支給した。1950 年までに補
助金総額は、東京大学、早稲田大学、慶応大学、
明治大学、日本大学、神戸商科大学、同志社大
学、京都大学、愛知大学、東北大学、東北学院な
ど 11 の単科大学・総合大学への 135 万 8400 円に
まで増額された。これらの大学では最長 2 年間の
ジャーナリズム教育を実施していたが、正規科目
にはジャーナリズム理論、ジャーナリズムの歴史、
英字新聞の読み方・書き方、新聞倫理、新聞管理
および新聞実習が含まれた。また、いくつかの大
学では著名新聞記者を招いた非正規の集中講義が
開かれていた。
　戦後すぐに新聞社も自社のジャーナリズム教育
べていく。
　連合軍最高司令官は 1947 年初め、ジャーナリ
ズム教育の調査・評価・改善勧告のために米ミズー
リ大学ジャーナリズム学部のフランク・ルーサ ・ー
モット学部長を招いた。その報告では新聞社が独
自のジャーナリズム教育を内製化しているため、
大学でのジャーナリズム教育の必要性が低いとし
て、日本国内では５－６箇所のジャーナリズム学
部があれば十分だと勧告した。また、ジャーナリ
ズム教育課程を実施する場合、30 コマの授業が
原則で期限を 1 年とするか、他の専門課程の 2 年
次、３年次、4 年次の課程にジャーナリズム教育
科目を組み込むとするものだった。これらの課程
には、取材に関して６コマ、ジャーナリズム史お
よび原理に関して６コマ、編集・広告・特集記事・
世論・論説・映像ジャーナリズムに関して２コマ
が含まれていた。この輪郭は、日本の全単科・総
合大学にジャーナリズム課程のカリキュラムを立
案する際の指針として提示された。
　また、この報告書には日本国内のジャーナリズ
ム教育の動向について綿密な調査が行われたこと
が記されている。この時期、CIE と文部省など日
本の教育関係機関とジャーナリズム教育に関する
連携があった。1947 年 12 月 19 日、大学基準協
会は、ジャーナリズム教育の基準を採択した。こ
こではジャーナリズムを応用科学として分類し、
ジャーナリズム課程は一般教養課程、特別ジャー
ナリズム基礎課程、実務および特別調査で構成さ
れるとした。またこの過程では学部内で新聞の発
行を促し、新聞社にその援助を求める内容であっ
た。これらの内容は GHQ の報告書の内容と重な
り合う。
51　東京大学新聞 HP（http://www.todaishimbun.org/%E7%B5%84%E7%B9%94%E6%A6%82%E8%A6%81）2015 年 9 月 10 日
閲覧）
52　日本大学新聞 HP（http://www.nu-press.net/info）（2015 年 9 月 10 日閲覧）
53　早稲田大学 HP（http://www.waseda.jp/student/gakusei/extra/index.html）2015 年 9 月 10 日閲覧、（現在は同紙と早
大とは無関係）
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で重要なのは「日本国憲法」と「教育基本法」で
ある。明治憲法は教育に関する独立条項が無かっ
たが、日本国憲法では第 26 条で国民の基本的人
権の一つとして「教育を受ける権利」が規定され
た。この憲法を受けて 1947 年 3 月、教育基本法
が公布された。教育基本法は、教育の理念を前文
に付し、国の教育に関する基本的な理念と原則を
定め、民主主義と平和主義を構築するための教育
制度を求めた。教育基本法とともに制定された学
校教育法により学校制度の改革が実行された。
　女子系・キリスト教系など一部を除き、1949
年度から戦後の大学制度が発足し、国立大学 69
校、公立大学 17 校、私立大学 81 校が開設された。
また 1950 年度からは暫定的措置の２年又は３年
制の短期大学制度が発足した。私学の自主性と公
共性との確保を目的に 1950 年、「私立学校法」が
公布された。
　次に、終戦直後の高等教育について概観してみ
よう。文部省は、終戦の翌日 1945 年 8 月 16 日に、
学徒勤労動員を解除した。1946 年２月に高等学
校令・大学令が改正され、２年に短縮されていた
高等学校高等科と大学予科の修業年限が３年に復
元された。こうした戦時非常教育体制解除を進め
るとともに、文部省は、女子に対する高等教育の
開放に着手した。1945 年 12 月、「女子教育刷新
要綱」で女子大学の創設と大学における男女共学
制の実施が定められた。1946 年の米国教育使節
団報告書でも女子への高等教育の開放が強く勧告
された。こうして、女子専門学校の設立が活発と
なり、また、1947 年度には、東京帝国大学に初
めて女子学生の入学が認められた。
　戦後の新制大学の特色は、一般的かつ人間的教
養の基盤の上に、学問研究と職業人養成を一体化
しようとする米国のリベラルアーツ教育とプロ
を開始した。例えば読売新聞では 1946 年 8 月か
ら新人記者を対象に年に 1 回、3 カ月間実施した。
また西日本新聞では 1947 年から、毎年 1 回、2
週間の教育を始めた。さらに GHQ の援助で海外
視察もあった。これは女性１名を含む 12 名の日
本人記者がコロンビア大学で１カ月間のセミナー
に出席し、また代表的な新聞社を訪問して約２週
間、新聞技術を視察するというものであった。
　
７　占領期日本の高等教育政策と明治大
　学短期大学
　米陸軍省と国務省が主体となって調査研究され
てきた占領期日本の高等教育改革が GHQ の CIE
と文部省によって具体化された。ここでは教育の
民主化と女子教育に大きな焦点が置かれた。この
流れの中で、明治大学短期大学が誕生したのであ
る。ここでは占領期日本の高等教育政策と明治大
学短期大学について見ていこう。
７－１　占領期日本の高等教育政策
　戦後日本の教育制度の輪郭を作ったのは教育刷
新委員会（後に、教育刷新審議会）が知られる。
米国教育使節団に協力した日本側の教育家委員会
を母体として占領期の日本の教育改革を主導する
機関として教育刷新委員会Ⅰが 1946 年 8 月に内
閣に設置された。委員長は戦前の東大新聞研究室
の運営に携わった南原繁・東大法学部教授であっ
た。この委員会では学校教育、社会教育、国語改
革、教育行財政など教育文化に関する重要問題な
ど全般を扱いうこととした。教育刷新審議会は、
1946 年 12 月教育基本法や学制等に関する建議な
ど、占領期日本の教育改革に大きな役割を担った。
　戦後の民主的教育体制の確立と教育改革の実現
Ⅰ　1949 年、政府の審議機関の名称を「審議会」に統一することとし、６月に教育刷新審議会と改称された。
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という戦後日本の教育指針を示した 56。明治大学
は 1949 年、法、商、政経、文、工、農の六学部
体制での設置認可を受け、新制大学として再出発
した。CIE の意向もあり、1950 年度からの短期
大学が開設された。ただし、大学基準協会が同一
大学に同種の学部・学科がある場合には、短期大
学の設置を認めないと定めていた。その当時、明
治大学の組織内にあった女子専門学校を含む専門
学校は存続を許されず、四年制大学への移行、他
学部に吸収、あるいは廃校への選択を迫られた。
ところが、『明治大学短期大学五十年史』に綴ら
れているように、当時の「CIE 担当課長」の計ら
いもあり、明治大学女子専門学校は短期大学への
移行の道が開けたのである。当時の CIE 教育課
長がマーク・オア氏であった。このため、この担
当課長は同氏であると推察される。
　この当時、明治大学専門部のうち、学部に吸収
されなかった新聞高等研究科と、興亜科の中の厚
生科、そして東京明治工業専門学校も短大への移
行を希望していた。そこで、厚生科を社会科に改
めてこれらを含め、文部省に短期大学の設置認可
を行った。この結果 1950 年４月、明治大学短期
大学部が誕生した。ここでは、法律科（女子）、
経済科（女子）、工科（電気、機械、建築、造船
専攻）、新聞科（第二部）、社会科（第二部）の各
科が設置された。修業年限は、法、経、工は二年、
第二部は二年以上とした。ちなみに 1950 年度の
新聞科の入学者は 34 人であった 57。
　CIE のジャーナリズム教育の推進策もあり
1952 年、新聞高等研究科同窓会は明治大学当局
に、１）短期大学部の一学科として開講した新聞
フェッショナル教育を融合させた点にあった。新
大学制度の発足では、その設置認可基準を新たに
設定する必要があり、大学の自主的基準を設ける
大学基準協会が 1947 年 12 月、大学基準を採択し
た。この基準は 1956 年に文部省令としての「大
学設置基準」が制定されるまで実質的な法令的基
準の役割を果たした。1948 年１月、大学設置委
員会Ⅱが設けられ、文部大臣の諮問に応じて新制
大学の設置認可審査が行われた 54。
７－２　明治大学短期大学
　戦時体制が深まる中、1943 年の政府の「教育
に関する戦時非常措置方策」では、失われた男性
労働力を補填するかたちで、女性の専門的職業教
育を施す方針を示した。また、1944 年の「女子
専門学校教育刷新」では、女子専門学校本科の種
別を厚生科、経済科、法律科など 13 学科に統制
することとした。こうした女性の高等教育に関す
る文部省などの意向もあり、明治大学女子部は
1945 年３月、女子専門学校へと改組された。当
時のこの専門学校の学則を一瞥すると、第一条に
「本校ハ専門学校令ニ拠リ法律及経済ニ関スル高
等ノ技術ヲ教授シ合セテ人格ノ陶冶及国体ノ観念
ヲ養成スルヲ以テ目的トス」とあるように戦時体
制に応じた体裁となっていた 55。
　終戦直後の 1945 年 10 月、GHQ は教育の民主
主義化と自由主義化を要求した。これに対してこ
の月、日本政府は大学と専門学校での男女共学や
女子大の設置を定めた。こうした中、米国教育使
節団が 1946 年３月に来日し、女子教育やジャー
ナリズム教育の推進を含む「教育使節団報告書」
Ⅱ　1949 年に大学設置審議会に改組　
54　 文 部 科 学 省 HP「 学 制 百 年 史　 終 戦 直 後 の 高 等 教 育 」（http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/
detail/1317750.htm）（2015 年 9 月 7 日閲覧）
55　明治大学短期大学五十年史編集委員会編 (1979)『明治大学短期大学五十年史』明治大学短期大学、36
56　村井実 (1979) 120
57　明治大学百年史編纂委員会編 (1994)『明治大学百年史　第四巻　通史編 II』明治大学、509
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う。
　1917 年、米陸軍はモントレー市北部の約 3 万
エーカーという広大な土地を市から購入した。こ
れがモントレー駐屯地である。民政準備基地が
あったプレシディオ・オブ・モントレーの北側に
隣接するフォート・オード基地は基礎訓練場で
あった。CSUMB 創立以前の 75 年間、キャンパ
スの敷地はフォート・オード基地であった。この
基地では映画俳優のクラーク・ゲーブルやクリン
ト・イーストウッドを含む約 150 万人の男女が訓
練を受け、そのピーク時には、3 万 5000 人以上
が生活をしていた。1988 年に基地再編と閉鎖が
決定され、1994 年正式に閉鎖された。
図５　プレシディオ・ミュージアム・オブ・モ
ントレー（2015 年 9 月、筆者撮影）
　CSUMB は基地閉鎖の 1994 年に創立された。
2015 年 9 月 現 在、 教 員 数 約 130 人、 学 生 数 約
7000 人だが、近年これらが増加傾向にある。人
文学部、社会学部、教育学部など６学部 23 専攻と、
経営大学院など７つの大学院で構成される。学生
の年齢割合は 18 歳から 24 歳までで 82％を占め、
地域密着型の州立大学としては若年層が多い。ま
た性別割合は女子が 62％で男子 38％である。1
年次は原則、キャンパス内の学生寮で過ごす。日
科の学部昇格、２）新聞高等研究科の講座内容を
刷新して、それを核とする明治大学新聞研究所
設立の二項からなる「新聞科改革に関する建言
書」を提出した 58。建言書にある新聞研究所では
ジャーナリストの再教育と、ジャーナリズム研究
コースを合わせたものを構想していた。1955 年
に明治大学短期大学と名称を変更し、1956 年度
に工学科を切り離した。GHQ によるレッドバー
ジによる影響もあり、1959 年度から新聞科と社
会科を廃止して、明治大学短期大学でのジャーナ
リズム教育は一端、幕を閉じることになった。一
方で、女子短期大学との性格を強めて行ったので
ある 59。
　
８　おわりに
　2015 年 9 月、学生の短期留学の引率で米カリ
フォルニア州モントレー市の CSUMB に約 3 週
間滞在した。米カリフォルニア州中部太平洋岸に
位置するモントレーは地中海性気候で一年中温暖
な気候である。現在は全米でももっとも安全で良
好な環境の住宅地であることが知られる。また、
周辺は日系人が多く住み、活躍する政治家や事業
家も多い。戦前にはアワビ漁で生計を立てる日系
人が多く居住していた。モントレーから北に約 1
時間の距離にあるサンノゼ市には日本人町や日系
人博物館がある。米商務長官及び運輸長官を務め
た Norman Yoshio Mineta（日本名：峯田良雄）
氏はサンノゼ出身である 60。また、CSUMB の図
書館には日系人事業家の Tanimura 氏の名が冠
せられている 61。これらに見るように、モントレー
は歴史的に、日本と関わりの深い土地柄といえよ
59　明治大学短期大学五十年史編集委員会編　(1979)　435-46
60　Biographical Directory of the United States Congress (http://bioguide.congress.gov/scripts/biodisplay.
pl?index=M000794)(2015 年 9 月 22 日閲覧 )
61　Tanimura & Antle HP(http://www.taproduce.com/index.php)（2015 年 9 月 22 日閲覧）
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いたのだ。この老人が資料のことは上司に聞いて
みてくれるというので連絡先を渡した。数日する
と、米陸軍省防衛外国語研究所のカート・カス氏
から連絡があった。未公開資料を含め民政準備基
地の資料があるという。80 年前もの資料を探し
てくれていた。カス氏はこの駐屯地で占領期日本
の教育制度が練られていたことは知らなかった。
興味があるので、ぜひ協力したいと申し出てくれ
た。資料は研究所にあるので案内してくれるとい
う。帰国直前ということで今回は研究所に足を伸
ばすことはかなわなかった。 
　民政準備基地での日本の占領政策についての研
究は、資料が米陸軍省管理下にあることもあり、
日本国内はおろか米国内でも現在、未開という状
況である。『日本占領の非軍事的活動史』といっ
た米国の日本占領政策の概要資料が公開されたの
が 1971 年のことで、これに関する日本国内での
研究も乏しい状況である。また、現時点でも日本
占領の未公開資料は多々ある。占領期の教育の民
主化で明治大学を含む主要大学でジャーナリズム
教育の学部や学科が設置されたが、その多くが廃
止、または設置目的や名称の変更がなされた。未
だに明治大学短期大学の新聞科の終焉など、占領
期に勃興した大学ジャーナリズム教育の流れが大
きく変わったのはレッドバージの影響もあったと
されるが、これについての詳細な調査研究も手つ
かずのままである。
本の大学との関係では長崎大学、名古屋大学、岡
山大学、滋賀県立大学、獨協大学、東洋大学、桜
美林大学、中央大学、大阪学院大学と協定がある。
　この CSUMB と明治大学情報コミュニケー
ション学部の接点といえば、CSUMB がいま位
置するモントレー駐屯地にあった民政準備基地
で、明治大学短期大学の設置に関わった CIE 将
校が日本語と占領期の教育政策についての訓練を
受けていた、というだけである。「接点」といえ
るべきものでないかもしれない。ただ、オア氏が
モントレーで教育に関する訓練無しに占領期日本
の教育政策を担当していたならば、現在の明治大
学情報コミュニケーション学部が存在していたの
かはわからない。
　ふと、今は無き民政準備基地の跡地を見てみた
いと思い、週末モントレーの中心地にあるモント
レー駐屯地を訪ねた（図６、図７）。「９．１１事件」
以来、駐屯地のほとんどが立ち入り禁止になって
いる。入り口で門番に尋ねると、記念塔までは入
れるという。左手に風光明媚なモントレー湾を望
みながら自転車を少し漕ぐと、バラックの貧相な
建物が目に付いた。付近の住民や観光客もめった
に訪れることはなく、ひっそりとたたずんでいた。
看板に米陸軍の博物館「プレシディオ・ミュージ
アム・オブ・モントレー」とあった（図５）。観
光案内所でもらったガイドブックには載っていな
い博物館で、建物自体は 1945 年以前からあると
いう。中に入ると、案内ボランティアの老人がい
た。挨拶をすると、「コンニチハ」と返ってきた。
この駐屯地の退役軍人だという。戦中戦後のモン
トレーの様子や民政準備基地のことを聞いた。「あ
あ、よく覚えている。東京に行くのはみんな日本
のことや日本語を勉強していたよ、あの暗号のよ
うな文字もね」と笑った。
　明治大学短期大学設置を後押ししてくれた将校
もここで日本語と日本の教育制度について学んで
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の課題となる。併せて、博物館の老人とカス氏に
はここに感謝の意を記したい。　
図６（上）、図７（下）プレシディオ・オブ・
モントレーのメインゲート。（図６：1945 年春、
米陸軍撮影。米陸軍ナショナルアーカイブより、
図７：2015 年 9 月、筆者撮影）
　さらに、米軍関連の教育に関する軍政策につい
ては未知の部分が多い。軍政学校や民政準備基地
が果たした占領期日本の教育政策についての役割
についての国内の先行研究は皆無という状況で、
この実態調査は緒に就いたばかりである。
　軍博物館の老人との出会いとカス氏からの突然
のメールがなければ、民政準備基地の内容にまで
踏み込むことはできなかった。これもなにかの縁
なのだろうか。カス氏とは電話とメールで何度も
やりとりをさせていただいた。その中で、「来年
は研究所で日本のジャーナリズム教育の講義をし
てもらうのもいい。70 年経って民政準備基地で
の訓練の結果が分かるというものだ。その準備も
しよう」と持ちかけてくれた。米軍政機関による
占領期日本の教育政策のさらなる調査研究が今後
